様式第4号(第6条関係)

記号及び番号
年 　月 　日
申請者
住所

氏名又は


名称及び代表者名　　　　様

酒田市長　　
酒田市市街地再開発事業費補助金交付決定通知書（　年度　地区又は工区）
年　月　日付け　で申請のあった（地区又は工区）第一種市街地再開発事業について、酒田市市街地再開発事業費補助金交付要綱第６条の規定により次のとおり交付を決定したので通知します。
１　補助金等の名称　　酒田市市街地再開発事業費補助金
２　補　助　金　額　　金　　　　　　　円
３　交付の条件は次のとおりとする。
（１）補助金の交付対象となる事業は、都市再開発法第2条第1号に規定する事業のうち、社会資本整備総合交付金交付要綱（平成22年3月26日付け国官会第2317号。）第6及び附属第Ⅱ編の規定に適合する第一種市街地再開発事業であること。
（２）次のいずれかに該当するときは、あらかじめ市長の承認を受けなければならない。

①　補助金の額に変更が生じない場合にあって、次に掲げる変更をするとき

ア　収支予算書の事業費間の流用による経費の配分について、流用先の経費の3割又は
3,000万円を超える変更があったとき。ただし、当該流用先の経費の3割に相当する金額が900万円以下であるときは、この承認は要しないものとする。

イ　施設建築物の位置及び形態を著しく変更するとき。

ウ　事業を施行する区域を変更するとき。

②　補助金の額に変更が生ずるとき。

③　やむを得ない事情により補助事業完了期日を変更するとき。

④　やむを得ない事情により事業の中止又は廃止をするとき。
（３）この事業が完了した場合において、機械、器具、仮設物その他の備品又は材料が残存する時は、市長の承認を経て当該事業の完了後これと同種の他の補助事業等に使用する場合を除き、当該物件の残存価格に当該事業に係る補助率を乗じて得た金額を返還しなければならない。
（４）この事業が完了した場合において、当該事業の施行により付随的に発生した物件があるときは、当該物件の価額を補助事業に要した経費から控除することがある。
